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30. 「連絡」とは、監督職員と受注者の間で、契約書第２条に該当しない事項または緊急で伝

達すべき事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどにより互いに知らせることを

いう。なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。 

31. 「電子納品」とは、電子成果品を納品することをいう。 

32. 「情報共有システム」とは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有する

ことにより業務効率化を実現するシステムのことをいう。なお、本システムを用いて作成及

び提出等を行ったものについては、別途紙に出力して提出しないものとする。 
33. 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。

ただし情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、通知、報告、申し出、承諾、質問、

回答、協議、提出する場合は、記名がなくても有効とする。 

34. 「照査」とは、受注者が、発注条件、設計の考え方、構造細目等の確認及び計算書等の

検算等の成果の確認をすることをいう。 

35. 「検査」とは、契約図書に基づき、検査員が設計業務等の完了を確認することをいう。 

36. 「打合せ」とは、設計業務等を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監督員が

面談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

37. 「修補」とは、発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見し

た場合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

38. 「協力者」とは、受注者が設計業務等の遂行にあたって、再委託する者をいう。 

39. 「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものを

いう。  

40. 「了解」とは、設計図書に基づき、監督員が受注者に指示した処理内容・回答に対して、

理解して承認することをいう。 

41. 「受理」とは、設計図書に基づき、受注者、監督員が相互に提出された書面を受け取り、

把握することをいう。 

第 1103 条 受発注者の責務 

１．受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理解したうえで業務等 

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなけれ

ばならない。 

2．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務

の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、設計業務等の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術

を活用した設計業務等の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び

確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働

環境の改善に努めなければならない。 

第 1104 条 業務の着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 15 日（土曜日、日曜日、祝日

等（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第 1 条に規定する行政機関の休
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第 1111 条 打合せ等 

1. 設計業務等を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督員は常に密接な連絡を

とり、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都度受注

者が書面(業務打合簿)に記録し、相互に確認しなければならない。 

なお、連絡は積極的に電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、

必要に応じて業務打合簿を作成するものとする。 

2. 設計業務等着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者と監督員

は打合せを行うものとし、その結果について受注者が業務打合簿に記録し相互に確認し

なければならない。 

3. 管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合には、速やかに監

督員と協議するものとする。 

4. 打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

5. 監督員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。 

※ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応する

ことをいう。なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応するかを連絡する

など、速やかに何らかの対応をすることをいう。 

第 1112 条 業務計画書 

1. 受注者は、契約締結後 14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員に提

出しなければならない。 

2. 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(1) 業務概要           (2) 実施方針 

(3) 業務工程           (4) 業務組織計画(担当者の一覧表を記載すること) 

(5) 打合せ計画          (6) 成果物の品質を確保するための計画 

(7) 成果物の内容、部数    (8) 使用する主な図書及び基準 

(9) 連絡体制(緊急時含む)   (10)使用する主な機器 

(11)その他 

(2)実施方針又は(11)その他には、第 1131 条個人情報の取扱い、及び第 1132 条安全

等の確保に関する事項も含めるものとする。 

 なお、受注者は設計図書において照査技術者による照査が定められている場合は、業務

計画書に照査技術者及び照査計画について記載するものとする。  

3. 受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都

度監督員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

4. 監督員が指示した事項については、受注者はさらに詳細な業務計画に係る資料を提出

しなければならない。 

第 1113 条 資料等の貸与及び返却 
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なければならない。 

2. 監督員は、天災等に伴い成果物の品質および履行期間の遵守に重大な影響があると認

められるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができるものとする。 

第 1134 条 履行報告 

  受注者は、他業務との工程調整が必要な場合や、本業務の遅れにより社会的影響が大きい

場合等は、監督員の指示により委託業務履行報告書を作成・提出しなければならない。 

第 1135 条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

1. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時

間を変更する必要がある場合には、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

2. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、休

日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を監督員に提出しなければならない。  

第 1136 条 保険加入の義務 

1. 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加

入しなければならない。 

2. 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。
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１． 主要技術基準及び参考図書  

〔1〕共通 

№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

1 
国土交通省制定 土木構造物標準設計 全日本建設技術協会 ― 

2 
土木製図基準[2009 年改訂版] 土木学会 H21.2 

3 
水理公式集 平成 11 年版 土木学会 H11.11 

4 
JIS ハンドブック 日本規格協会 最新版 

5 
土木工事安全施工技術指針 国土交通省 R5.3 

6 
建設工事公衆災害防止対策要綱の解説(土木工

事編) 

国土交通省 R 元.9 

7 
建設機械施工安全技術指針 国土交通省 H17.3 

8 
建設機械施工安全技術指針 指針本文とその解

説 

日本建設機械施工協会 H18.2 

9 
移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニ

ュアル 

日本建設機械施工協会 H12.3 

10 
土木工事共通仕様書、公園緑地共通仕様書、港

湾・漁港共通仕様書 

佐賀県 R32.7 

11 
地盤調査の方法と解説（２分冊） 地盤工学会 H25.3 

12 
地盤材料試験の方法と解説(２分冊) 地盤工学会 H21.11 

13 
地質・土質調査成果電子納品要領 国土交通省 H28.10 

14 
公共測量 作業規程の準則 国土交通省 R2.3 

15 
公共測量 作業規定の準則 基準点測量記載要

領 

日本測量協会 H29.4 

16 

公共測量 作業規定の準則 解説と運用（地形測

量及び写真測量編）（基準点測量編、応用測量

編） 

日本測量協会 H28.3 

17 
測量成果電子納品要領 国土交通省 H30.3 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

80 
製品仕様書等サンプル 航空レーザ測量 国土地理院 R 元.11 

81 
製品仕様書等サンプル 応用測量 国土地理院 R 元.11 

82 
製品仕様書等サンプル 三次元点群データ作成 国土地理院 H29.10 

83 
土木工事数量算出要領（案） 国土交通省 R2.4 

84 
土木工事数量算出要領 数量集計表様式（案） 国土交通省 R2.4 

85 
移動計測車両による測量システムを用いる数値地

形図データ作成マニュアル（案） 

国土地理院 H24.5 

86 
GNSS 測量による標高の測量マニュアル 国土地理院 H29.2 

87 
電子基準点のみを既知点とした基準点測量マニ

ュアル 

国土地理院 H27.7 

88 
マルチ GNSS 測量マニュアル（案） 近代化 

GPS、Galileo 等の活用 

国土地理院 R2.6 

89 
公共測量におけるセミ･ダイナミック補正マニュア

ル 

国土地理院 H25.6 

90 
公共事業の構想段階における計画策定プロセス

ガイドライン 

国土交通省 H20.4 

91 
国土交通省所管公共事業における景観検討の基

本方針（案） 

国土交通省 H21.4 

92 
斜面崩壊による労働災害の防止対策に関するガ

イドライン 

厚生労働省 H27.6 

93 
土木工事に関するプレキャストコンクリート製品の

設計条件明示要領（案） 

国土交通省 H28.3 

94 
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン 機械式鉄筋定着工法技術検討

委員会 

H28.7 

95 
現場打ちコンクリート構造物に適用する機械式鉄

筋継手工法ガイドライン 

機械式鉄筋定着工法技術検討

委員会 

H29.3 

96 
流動性を高めた現場打ちコンクリートの活用に関

するガイドライン 

流動性を高めたコンクリートの

活用検討委員会 

H29.3 

97 

建設工事における自然由来重金属等含有岩石・

土壌への対応マニュアル（2023 年版）（暫定版） 

建設工事における自然由来重

金属等含有岩石・土壌土砂へ

の対応マニュアル改訂検討委

員会 

R5.3 

98 
建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル

（改定版） 

土木研究所（編集） 

地盤汚染対応技術検討委員会 

H24.4 

99 
建設工事で遭遇するダイオキシン類汚染土壌対

策マニュアル[暫定版] 

土木研究所（編集） H17.12 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

86 
砂防関係事業における景観形成ガイドライン 国土交通省砂防部 H19.2 

87 

海岸景観形成ガイドライン 国土交通省河川局・港湾局、 

農林水産省農村 振興局、 

水産庁 

H18.1 

88 
美しい山河を守る災害復旧基本方針 国土交通省 H30.6 

89 
河川水辺総括資料作成調査の手引き（案） リバーフロント整備センター H13.8 

90 
河川水辺の国勢調査マニュアル（案）(河川空間

利用実態調査編) 

国土交通省 H30.12 

91 
ダム湖利用実態調査 調査マニュアル（案） 建設省河川局 H31.3 

92 
試験湛水実施要領（案） 国土交通省 H11.10 

93 
台形 CSG ダム設計・施工・品質管理技術資料 ダム技術センター H26.6 

94 
改訂版 巡航 RCD 工法施工技術資料 ダム技術センター H24.2 

95 
貯水池周辺の地すべり調査と対策に関する技術

指針（案） 

国土交通省 H31.3 

96 
活断層地形要素判読マニュアル （独）土木研究所材料地盤研究

グループ（地質）他 

H18.3 

97 
正常流量検討の手引き（案） 国土交通省 H19.9 

98 
洪水予測システムチェックリスト（案） 国土技術政策総合研究所 H22.5 

99 
洪水浸水想定区域図作成マニュアル（第 4 版） 国土交通省 H27.7 

100 
浸水想定区域図データ電子化ガイドライン（第 3

版） 

国土交通省 R 元.9 

101 
水害ハザードマップ作成の手引き 国土交通省 H28.4 

102 
砂防基本計画策定指針（土石流・流木対策編）解

説 

国土技術政策総合研究所 H28.4 

103 
土石流・流木対策設計技術指針解説 国土技術政策総合研究所 H28.4 

104 
多自然川づくりポイントブックⅢ 中小河川に関す

る河道計画の技術基準；解説 

リバーフロント整備センター H23.10 

105 
リアルタイム浸水予測シミュレーションの手引き

(案） 

国土交通省 H17.6 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

106 
中小河川浸水想定区域図作成の手引き 国土交通省 H28.3 

107 
河道計画検討の手引き 国土技術研究センター H14.2 

108 
海岸施設設計便覧2000年版 土木学会 H12.11 

109 
自然共生型海岸づくりの進め方 全国海岸協会 H15.3 

110 

海岸事業の費用便益分析指針【改訂版】 農林水産省農村振興局・農林

水産省水産庁・国土交通省河

川局・国土交通省港湾局 

R2.4 

111 

津波浸水想定の設定の手引き Ver.2.10 国土交通省水管理・国土保全

局海岸室、国土交通省国土技

術政策総合研究所河川研究部

海岸研究室 

H31.4 

112 津波の河川遡上解析の手引き（案） 
国土技術研究センター H19.5 

113 

津波・高潮対策における水門・陸閘等管理システ

ムガイドライン（Ver3.1) 

農林水産省農村振興局・農林

水産省水産庁・国土交通省河

川局・国土交通省港湾局 

H28.4 

114 
海岸における水防警報の手引き（案） 国土交通省 河川局防災課・ 

海岸室 

H22.3 

115 

海岸漂着危険物対応ガイドライン 農林水産省農村振興局・農林

水産省水産庁・国土交通省河

川局・国土交通省港湾局 

H21.6 

116 

海岸保全施設維持管理マニュアル 農林水産省農村振興局防災

課、農林水産省水産庁防災漁

村課、国土交通省水管理・国土

保全局海岸室、国土交通省港

湾局海岸・防災課 

R2.6 

117 
砂防事業の費用便益分析マニュアル(案) 国土交通省水管理･ 

国土保全局砂防部 

R3.1 

118 
土石流対策事業の費用便益分析マニュアル(案) 国土交通省水管理･ 

国土保全局砂防部 

R3.1 

119 
地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル

(案) 

国土交通省水管理･ 
国土保全局砂防部 

R3.1 

120 
急傾斜地崩壊対策事業の費用便益分析マニュア

ル(案)  

建設省砂防部 R3.1 

121 
砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン

(案) 

国土交通省水管理･ 
国土保全局砂防部 

R4.3 

122 
都道府県と気象庁が共同して土砂災害警戒情報

を作成・発表するための手引き 

国土交通省水管理・国土保全

局砂防部、気象庁予報部 

R3.6 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

123 

土砂災害警戒情報の基準設定・検証の考え方国

土交通省河川局砂防部と気象庁予報部の連携に

よる土砂災害警戒基準雨量の設定手法(案) 

国土交通省水管理・国土保全

局砂防部、気象庁大気海洋部

国土交通省河川局砂防部、気

象庁予報部、国土交通省国土

技術政策総合研究所 

R5.3 

124 
土砂災害ハザードマップ作成ガイドライン 国土交通省水管理・国土保全

局砂防部砂防計画課 

R2.10 

125 
土砂災害警戒避難ガイドライン 国土交通省砂防部 H27.4 

126 
火山噴火緊急減災対策砂防計画策定ガイドライ

ン 

国土交通省河川局砂防部 R5.3 

127 
火山噴火に起因した土砂災害予想区域図作成の

手引き(案) 

国土交通省水管理･ 

国土保全局砂防部 

H25.3 

128 
「地すべり防止技術指針」並びに「地すべり防止

技術指針解説」 

国土交通省河川局砂防部 H20.1 

129 
既設砂防堰堤を活用した小水力発電ガイドライン

（案） 

国土交通省河川局砂防部保全

課 

H22.2 

130 
山地河道における流砂水文観測の手引き（案） 国土交通省国土技術政策総合

研究所 

H24.4 

131 
深層崩壊に起因する土石流の流下・氾濫計算マ

ニュアル（案） 
土木研究所 H25.1 

132 
大規模土移動検知システムにおけるセンサー設

置マニュアル（案） 

土木研究所 H24.6 

133 
表層崩壊に起因する土石流の発生危険度評価マ

ニュアル(案) 

土木研究所 H21.1 

134 
天然ダム監視技術マニュアル(案) 土木研究所 H20.12 

135 
深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュア

ル(案) 

土木研究所 H20.11 

136 
振動検知式土石流センサー設置マニュアル(案) 土木研究所 H17.7 

137 
砂防ソイルセメント設計・施工便覧 砂防・地すべり技術センター H28.12 

138 
集落雪崩対策工事技術指針 雪センター H8.2 

139 
北海道の地域特性を考慮した雪崩対策の技術資

料(案） 

土木研究所寒地土木研究所 H22.3 

140 
火山砂防計画策定指針 国土交通省水管理・国土保全

局砂防部建設省河川局砂防部 

R5.3 

141 
深層崩壊対策技術に関する基本的事項 国土交通省国土技術政策総合

研究所 

H26.9 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

142 
河川・海岸構造物の復旧における景観配慮の手

引き 

国土交通省水管理・ 

国土保全局 

H23.11 

143 
砂防関係施設点検要領（案） 国土交通省砂防部保全課 H31.3 

144 
海岸施設設計便覧（2000 年版） 土木学会 H12.11 

145 
海岸保全施設耐震点検マニュアル 農林水産省・水産庁・運輸省・

建設省 

H7.4 

146 
河川堤防設計指針 国土交通省河川局 H19.3 

147 
河川堤防構造検討の手引き （財）国土技術研究センター H24.2 

148 
ドレーン工設計マニュアル 国土交通省水管理・国土保全

局 

H25.6 

149 
ゴム袋体をゲート又は起伏装置に用いる堰のゴム

袋体に関する基準（案） 

国土交通省 H27.3 

150 
水文観測業務規程 国土交通省 H29.3 

151 
水文観測業務規程細則 国土交通省 水管理・国土保全

局 

H29.3 

152 
水文観測データ統計処理要領 国土交通省 水管理・国土保全

局 

H26.3 

153 
水文観測データ品質照査要領 国土交通省 水管理・国土保全

局 

H26.3 

154 
水文観測 全日本建設技術協会 H14 

155 
絵でみる水文観測 中部建設協会 H13.9 

156 
流量観測の高度化マニュアル（高水流量観測編） 土木研究所 H28.6 

157 
河川結氷時の流量推定手法マニュアル（案） 寒地土木研究所 H24.3 

158 

河川構造物の耐震性能照査指針・解説 

（Ⅰ.共通編、Ⅲ.自立式構造の特殊堤辺、Ⅴ.揚

排水機場編） 

（Ⅱ.堤防編） 

（Ⅳ.水門・日門及び堰編） 

国土交通省 水管理・国土保全

局治水課 

 

H24.2 

 

H28.3 

R2.6 

159 
高規格堤防盛土設計・施工マニュアル （財）リバーフロント整備センタ

ー 

H12.3 

160 
多自然川づくり基本指針 国土交通省河川局 H18.10 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

3 
道路構造令の解説と運用 日本道路協会 H27.6 

4 
第７次改訂 道路技術基準通達集 － 基準の変

遷と通達－ 

ぎょうせい H14.3 

5 
林道規程－運用と解説－ 日本林道協会 H23.8 

6 
交通渋滞実態調査マニュアル 建設省土木研究所 H2.2 

7 
自転車道等の設計基準解説 日本道路協会 S49.10 

8 
自転車道必携 自転車道路協会 S60.3 

9 自転車利用環境整備のためのキーポイント 
日本道路協会 H25.6 

10 
交通工学ハンドブック 2014 交通工学研究会 H25.12 

11 
クロソイドポケットブック(改訂版) 日本道路協会 S49.8 

12 
道路の交通容量 日本道路協会 S59.9 

13 
道路の交通容量 1985 交通工学研究会 

S62.2 

14 
HIGHWAY CAPACITY MANUAL 7ｔｈ Edition Transportation Research 

Board 
2022 

15 
改訂 平面交差の計画と設計 基礎編 －計画・

設計・交通信号制御の手引き－ 

交通工学研究会 H30.11 

16 
平面交差の計画と設計－応用編－2007 交通工学研究会 H19.10 

17 
路面標示設置マニュアル 交通工学研究会 H24.1 

18 
交通工学実務双書第４巻 市街地道路の計画と

設計 

交通工学研究会 S63.12 

19 
生活道路のゾーン対策マニュアル 交通工学研究会 H29.3 

20 

道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）

及び道路環境影響評価の技術手法 4.騒音 4.1

自動車の走行に係る騒音（令和２年度版） 

国土技術政策総合研究所、 

土木研究所 
H25.3 

21 
道路土工要綱 日本道路協会 H21.6 

22 
道路土工－切土工・斜面安定工指針（平成21 年

度版 

日本道路協会 H21.6 
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№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

42 
鋼道路橋疲労設計便覧 日本道路協会 R2.9 

43 
鋼道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

44 
鋼道路橋施工便覧（改訂版） 日本道路協会 R2.9 

45 
道路橋耐風設計便覧 日本道路協会 H20.1 

46 
杭基礎設計便覧 日本道路協会 R2.9 

47 
杭基礎施工便覧 日本道路協会 R2.9 

48 
鋼管矢板基礎設計施工便覧 日本道路協会 R5.2 

49 
斜面上の深礎基礎設計施工便覧 日本道路協会 H24.4 

50 立体横断施設技術基準・同解説 
日本道路協会 S54.1 

51 
コンクリート道路橋設計便覧 日本道路協会 R2.9 

52 
コンクリート道路橋施工便覧 日本道路協会 R2.9 

53 
道路橋伸縮装置便覧 日本道路協会 S45.4 

54 
道路橋支承便覧 日本道路協会 H30.12 

55 
鋼道路橋防食便覧 日本道路協会 H26.3 

56 
道路橋補修便覧 日本道路協会 S54.2 

57 
小規模吊橋指針・同解説 日本道路協会 S59.4 

58 
道路橋床版防水便覧 日本道路協会 H19.3 

59 
鋼構造架設設計施工指針［2012 年版］ 土木学会 H24.6 

60 
美しい橋のデザインマニュアル第 1 集 土木学会 H5.3 

61 
美しい橋のデザインマニュアル第 2 集 土木学会 H5.7 

62 
橋の美Ⅰ－道路橋景観便覧 

橋の美Ⅱ－道路橋景観便覧 

日本道路協会 S52.7 

S56.6 
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125 
橋梁定期点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 
H31.3 

126 
鋼製橋脚隅角部の疲労損傷臨時点検要領 国道課長 H14.5 

127 

道路脚のアルカリ骨材反応に対する維持管理要

領（案） 

高速国道課長、国道課長、有

料道路課長 

 

H15.3 

№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

128 
PCT 桁橋の間詰めコンクリート点検要領（案） 国道課長 H15.1 

129 
橋梁における第三者被害予防措置要領（案） 国道・防災課長 H28.12 

130 
コンクリート橋の塩害に関する特定点検要領（案） 国道・防災課長 H16.3 

131 
道路土工構造物点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 

R5.3 

132 
舗装点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 

H29.3 

133 
道路トンネル定期点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 

H31.3 

134 
シェッド・大型カルバート等定期点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 

H31.3 

135 
歩道橋定期点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 

H31.3 

136 
附属物（標識、照明施設等）点検要領 国土交通省道路局国道・ 

技術課 
H31.3 

137 
舗装点検要領に基づく舗装マネジメント指針 日本道路協会 H30.4 

138 
舗装性能評価法 -必須および主要な性能指標

編-（平成 25 年版） 
日本道路協会 H25.4 

139 
舗装性能評価法 -必要に応じ定める性能指標の

評価法編- 
日本道路協会 H20.3 

140 
ずい道等建設工事における換気技術指針 建設業労働災害防止協会 H24.3 

141 
道路管理施設等設計指針（案）・道路管理施設等

設計要領（案） 

日本建設機械施工協会 H15.7 

142 
構想段階における道路計画策定プロセスガイドラ

イン 

国土交通省道路局 H25.7 

143 
凸部、狭窄部及び屈曲部の設置に関する技術基

準 

国土交通省都市局・道路局 H28.3 

144 
ラウンドアバウトマニュアル 2021 交通工学研究会 R3.8 
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145 
安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 国土交通省道路局 

警察庁交通局 

H28.7 

146 
道路橋ケーブル構造便覧 日本道路協会 R3.11 

147 
舗装種別選定手引き 日本道路協会 R3.12 

148 
PC コンポ橋の設計計算例 プレストレスト・コンクリー

ト建設業協会 
R3.1 

149 
アスファルト舗装の詳細調査・修繕設計便覧 日本道路協会 R5.3 

150 
三次元点群データを活用した道路斜面災害リスク

箇所の抽出要領（案） 

国道・技術課、環境安全・防災

課、高速道路課 課長補佐 

R3.10 

〔4〕公園緑地関係 

№ 名称 編集又は発行所名 発行年月 

1 
都市公園技術標準解説書（平成 28 年度版） 日本公園緑地協会 H28.6 

2 
造園施工管理（改訂第 27 版）技術編 日本公園緑地協会 H27.6 

3 
屋外体育施設の建設指針 各種スポーツ施設の

設計・施工（平成 24 年改訂版） 

日本体育施設協会 H24.5 

4 
道路緑化技術基準・同解説 日本道路協会 H28.3 

5 
開発許可の手引き 佐賀県県土づくり本部まちづく

り推進課 

H20.2 

6 
公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 公共建築協会 H28 年度版 

7 
公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 公共建築協会 H28 年度版 

8 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 公共建築協会 H28 年度版 

9 
公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 公共建築協会 H28 年度版 

10 
公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 公共建築協会 H28 年度版 

11 
建築工事標準詳細図 公共建築協会 H28 年度版 

12 
鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 日本建築学会 H22.2 

13 
建築基礎構造設計指針 日本建築学会 H13.10 
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27 
道路機械設備点検・整備・更新マニュアル（案） 国土交通省 H28.3 

 注意：なお、使用に当たっては、最新版を使用するものとする。     



2.地質・土質調査業務共通仕様書－第 1 章総則 

ことにより業務効率化を実現するシステムのことをいう。なお、本システムを用いて作成及

び提出等を行ったものについては、別途紙に出力して提出しないものとする。 
32. 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。

ただし情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、通知、報告、申し出、承諾、質問、

回答、協議、提出する場合は、記名がなくても有効とする。 

33. 「照査」とは、受注者が、発注条件等の確認及び解析等の検算等の成果の確認をするこ

とをいう。 

34. 「成果物」とは、受注者が契約図書に基づき履行した地質・土質調査業務の成果を記録

した図書、図面及び関連する資料をいう。 

35. 「検査」とは、契約図書に基づき、検査員が地質・土質調査業務の完了を確認することを

いう。 

36. 「打合せ」とは、地質・土質調査業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と

監督員が面談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

37. 「修補」とは、発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見し

た場合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

38. 「協力者」とは、受注者が地質・土質調査業務の遂行にあたって、再委託する者をいう。 

39. 「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものを

いう。 

40. 「立会」とは、設計図書に示された項目において監督員が臨場し、内容を確認することを

いう。 

第 103 条 受発注者の責務 

１．受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理解したうえで業務等 

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなけれ

ばならない。 

2．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務

の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、地質・土質調査業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報

通信技術を活用した地質・土質調査業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技

術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛

生その他の労働環境の改善に努めなければならない。 

第 104 条 業務の着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 15 日（土曜日、日曜日、祝日

等（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条に規定する行政機関の休日

（以下「休日等」という。））を除く）以内に地質・土質調査業務に着手しなければならない。この

場合において、着手とは管理技術者が地質・土質調査業務の実施のため監督員との打合せを

行うことをいう。 

第 105 条 調査地点の確認 
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2. 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様

式を定め、提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従

わなければならない。 

3. 受注者は、契約時又は変更時において、契約金額が 100 万円以上の業務について、業

務実績情報システム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報とし

て作成した「登録のための確認のお願い」をテクリスから監督員にメール送信し、監督員

の確認を受けた上で、受注時は契約締結後、15 日（休日等を除く）以内に、登録内容の

変更時は変更があった日から、15 日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、15

日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、登録機関に登録申請しなければならない。な

お、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は 8 名

までとする）。 

 また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に監督員にメール送信され

る。なお、変更時と完了時の間が、15 日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の

登録申請を省略できるものとする。 

 なお、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても、同様にテクリス

から発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申

請しなければならない。 

第 112 条 打合せ等 

1. 地質・土質調査業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督員は常に密接

な連絡をとり、業務の実施方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容については

その都度受注者が書面(業務打合簿)に記録し、相互に確認しなければならない。なお、

連絡は積極的に電子メール等を活用し、電子メールで確認した内容については、必要

に応じて書面(業務打合簿)を作成するものとする。 

2. 地質・土質調査業務着手時及び設計図書で定める業務の区切りにおいて、管理技術者

と監督員は打合せを行うものとし、その結果について受注者が業務打合簿に記録し相互

に確認しなければならない。 

3. 管理技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合には、速やかに監

督員と協議するものとする。 

4. 打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

5. 監督員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。 

※ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応する

ことをいう。なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応するかを連絡する

など、速やかに何らかの対応をすることをいう。 

第 113 条 業務計画書 

1. 受注者は、契約締結後 14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員に提

出しなければならない。 

2. 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(1) 業務概要 
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2. 監督員は、天災等に伴い成果物の品質又は工程に関して、業務管理上重大な影響を及

ぼし、又は多額な費用が必要と認められるときは、受注者に対して臨機の措置をとること

を請求することができるものとする。 

第 135 条 履行報告 

受注者は、他業務との工程調整が必要な場合や、本業務の遅れにより社会的影響が大きい

場合等は、監督員の指示により委託業務履行報告書を作成・提出しなければならない。 

第 136 条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

1. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時

間を変更する必要がある場合には、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

2. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、閉

庁日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって監督員に提出し

なければならない。 

第 137 条 保険加入の義務 

1. 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加

入しなければならない。 

2. 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。
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圧水頭)を測定するものとする。 

(10) 試料を採取するオールコアボーリング※１の場合は、詳細な地質状況の把握が行えるよ

う、観察に供するコアを連続的に採取することとする。 

試料を採取しない場合はノンコアボーリング※２を行うこととする。 

ノンコアボーリング又はオールコアボーリングの適用は特記仕様書による。 

※1 オールコアボーリングとは、観察に供するコアを連続的に採取するボーリングで、

試料箱（コア箱）に納め、採取したコアを連続的に確認し、詳細な地質状況の把

握が可能なものをいう。 

※2 ノンコアボーリングとは、コアを採取しないボーリングで、標準貫入試験及びサン

プリング（採取資料の土質試験）等の併用による地質状況の把握が可能なもの

をいう。 

5. 検尺 

(1) 予定深度の掘進を完了する以前に調査の目的を達した場合、又は予定深度の掘進を

完了しても調査の目的を達しない場合は、監督員と協議するものとする。 

(2) 掘進長の検尺は、調査目的を終了後、原則として監督員が立会もしくは遠隔臨場のう

えロッドを挿入した状態で残尺を確認した後、ロッドを引き抜き、全ロッド長の確認を行

うものとする。 

6. コア 

(1) 採取したコアは、掘進完了後ボーリング柱状図、コア写真を添付して監督員の確認を

受けなければならない。 

(2) 採取したコアは、監督員から提出の指示がない場合、適正に処分しなければならな

い。 

7. その他 

採取方法及び採取深度を決定するために行う先行ボーリングを実施する場合は、特記仕

様書による。 

第 204 条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

1. 調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図(着色を含む) 

2. 作業時の記録及びコアの観察によって得た事項は、柱状図に整理し提出するものとす

る。 

3. 採取したコア提出の要否は監督員より指示する。ダム、港湾施設、杭基礎、トンネル、地

すべり対策及び監督員から指示があったコアは標本箱に収納し、調査件名・孔番号・深

度等を記入する。なお、未固結の試料は、1ｍ毎又は各土層ごとに標本ビンに密封して

収納するものとする。 

4. コア写真は、調査件名、孔番号、深度等を明示して撮影(カラー)し、整理するものとす

る。 
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第 4 章 サウンディング 

第 1 節 標準貫入試験 

第 401 条 目的 

標準貫入試験は、原位置における地盤の硬軟や、締まり具合の判定、及び土層構成を把握

するための試料採取することを目的とする。 

第 402 条 試験等 

1. 試験方法及び器具は、JIS A 1219（標準試験貫入試験方法）によるものとする。 

2. 試験の開始深度は、設計図書によるものとする。 

3. 試験は、原則として 1ｍごとに実施すること。ただしサンプリングする深度、本試験が影響

すると考えられる原位置試験深度はこの限りではない。 

4. 打込完了後ロッドは 1 回転以上してからサンプラーを静かに引上げなければならない。 

5. サンプラーの内容物は、スライムの有無を確認して採取長さを測定し、土質・色調・状態・

混入物等を記録した後、保存しなければならない。 

第 403 条 成果物 

試験結果及び保存用試料は、JIS A 1219（標準試験貫入試験方法）及び「地質・土質調査成

果電子納品要領(案)」に従って整理し提出するものとする。 

第 2 節 スクリューウエイト貫入試験（旧 スウェーデン式サウンディング試験） 

第 404 条 目的 

スクリューウエイト貫入試験（旧 スウェーデン式サウンディング試験）は、深さ 10ｍ程度の軟

弱地盤における土の静的貫入抵抗を測定し、その硬軟若しくは締まり具合又は土層の構成を

判定することを目的とする。 

第 405 条 試験等 

1. 試験方法及び器具は、JIS A 1221（スクリューウエイト貫入試験方法（旧 スウェーデン式

サウンディング試験方法））によるものとする。 

2. 試験中、スクリューポイントの抵抗と貫入中の摩擦音等により土質を推定し、可能な場合

は、土質名とその深度を記録するものとする。 

3. 試験中、目的の深度に達する前までに、礫などにあたり試験が不可能になった場合は監

督員と協議しなければならない。 
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4. 試験終了後、地下水が認められた場合は、可能な限り水位を測定し記録するものとす

る。 

第 406 条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

1. 調査位置案内図・調査位置平面図・土質又は地質断面図(着色を含む) 

2. 試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙の JIS A 1221（スクリューウエイト貫入試

験方法（旧 スウェーデン式サウンディング試験方法））により整理し提出するものとする。 

第 3 節 機械式コーン（オランダ式二重管コーン）貫入試験 

第 407 条 目的 

機械式コーン（オランダ式二重管コーン）試験は、軟弱地盤の原位置における土のコーン貫

入抵抗を測定し、土層の硬軟、締まり具合、又はその地盤構成を判定することを目的とする。 

第 408 条 試験等 

1. 試験方法及び器具は、JIS A 1220（機械式コーン（オランダ式二重管コーン）貫入試験方

法）によるものとする。 

2. 先端抵抗測定中及び外管圧入中に貫入抵抗が著しく変化する場合には、その深度にお

いても測定するものとする。 

3. 試験中、目的の深度まで達する前に、礫などにあたり試験が不可能になった場合は、監

督員と協議するものとする。 

第 409 条 成果物 

成果物は、次のものを提出するものとする。 

1. 調査位置案内図、調査位置平面図 

2. 試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告用紙を使用して JIS A 1220（機械式コーン（オ

ランダ式二重管コーン）貫入試験方法）により整理するものとする。 

第 4 節 ポータブルコーン貫入試験 

第 410 条 目的 

ポータブルコーン貫入試験は、浅い軟弱地盤において人力により原位置における土の静的

貫入抵抗を測定し、土層の硬軟、締まり具合を判定することを目的とする。 

第 411 条 試験等 
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31. 「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名または押印を含む）したものを有効とする。

ただし情報共有システムを用いて作成し、指示、請求、通知、報告、申し出、承諾、質問、

回答、協議、提出する場合は、記名がなくても有効とする。 

32. 「成果物」とは、受注者が契約図書に基づき履行した測量業務の成果を記録した図書、

図面及び関連する資料をいう。 

33. 「検査」とは、契約図書に基づき、検査員が測量業務の完了を確認することをいう。 

34. 「打合せ」とは、測量業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監督員が面

談により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

35. 「修補」とは、発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見し

た場合に受注者が行うべき訂正，補足その他の措置をいう。 

36. 「協力者」とは、受注者が測量業務の遂行にあたって、再委託に付する者をいう。 

37. 「使用人等」とは、協力者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずるものを

いう。 

38. 「立会」とは、設計図書に示された項目において監督員が臨場し、内容を確認することを

いう。 

第 103 条 受発注者の責務 

１．受注者は、契約の履行に当たって業務等の意図及び目的を十分理解したうえで業務等 

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しなけれ

ばならない。 

2．受注者及び発注者は、業務の履行に必要な条件等について相互に確認し、円滑な業務

の履行に努めなければならない。 

３．受注者は、測量業務の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を

活用した測量業務の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保

並びにこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境

の改善に努めなければならない。 

第 104 条 業務の着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 15 日（土曜日、日曜日、祝日

等（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条に規定する行政機関の休日

（以下「休日等」という。））を除く）以内に測量業務に着手しなければならない。この場合におい

て、着手とは管理技術者が測量業務の実施のため監督員との打合せを行うことをいう。 

第 105 条 測量の基準 

測量の基準は佐賀県の定める「公共測量作業規程」(以下「規程」という。)第 2 条の規定によ

るほかは監督員の指示によるものとする。 

第 106 条 業務の実施 

測量業務は、規程により実施するものとする。なお、測量成果の種類、内容、構造、品質等は、
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督員と協議するものとする。 

5. 打合せ（対面）の想定回数は、特記仕様書又は数量総括表による。 

6. 監督員及び受注者は、「ワンデーレスポンス」※に努める。 

※ワンデーレスポンスとは、問合せ等に対して、１日あるいは適切な期限までに対応する

ことをいう。なお、１日での対応が困難な場合などは、いつまでに対応するかを連絡する

など、速やかに何らかの対応をすることをいう。 

第 113 条 業務計画書 

1. 受注者は、契約締結後 14 日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員に提

出しなければならない。 

2. 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

(1) 業務概要 

(2) 実施方針 

(3) 業務工程 

(4) 業務組織計画(担当者の一覧表を記載すること) 

(5) 打合せ計画 

(6) 成果物の品質を確保するための計画 

(7) 成果物の内容、部数 

(8) 使用する主な図書及び基準 

(9) 連絡体制(緊急時含む) 

(10) 使用機器の種類、名称及び性能 

(11) その他 

（2）実施方針又は（11）その他には、第 131 条個人情報の取扱い、及び第 132 条安全

等の確保に関する行政情報流出防止対策に関する事項も含めるものとする。 

3. 受注者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえで、その

都度監督員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

4. 受注者は、監督員が指示した事項については、さらに詳細な業務計画に係る資料を提

出しなければならない。 

第 114 条 資料等の貸与及び返却 

1. 監督員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとす

る。なお、貸与資料は、業務着手時に受注者に貸与することを原則とし、これに依らない

場合は、業務着手時に貸与時期を受発注者間で協議する。 

2. 受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合には、直ちに監督

員に返却するものとする。 

3. 受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い損傷してはならない。万

一、損傷した場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 
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第 135 条 履行報告 

受注者は、他業務との工程調整が必要な場合や、本業務の遅れにより社会的影響が大きい

場合等は、監督員の指示により委託業務履行報告書を作成・提出しなければならない。 

第 136 条 屋外で作業を行う時期及び時間の変更 

1. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められている場合でその時

間を変更する必要がある場合には、あらかじめ監督員と協議するものとする。 

2. 受注者は、設計図書に屋外で作業を行う期日及び時間が定められていない場合で、閉

庁日又は夜間に作業を行う場合は、事前に理由を付した書面によって監督員に提出し

なければならない。 

第 137 条 保険加入の義務 

1. 受注者は、雇用保険法、労働者災害補償保険法、健康保険法及び厚生年金保険法の

規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加

入しなければならない。 

2. 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。

  

 

 


